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要　約

登場から１年、ＡＩの潮流から考える
ChatGPT のあるべき活用法～積極的
な業務プロセスへの活用が成長の鍵～

データドリブンサイエンス部　鎌田 紀彦

「ChatGPT」、まるで人間のようにあらゆる会話に対応したチャットサー
ビスの登場から１年が経過しようとしている。登場からわずか５日間で
100 万ユーザーを獲得し、順調に利用者数を伸ばしてきた ChatGPT では
あるが、2023 年６月以降はユーザー訪問数に減少が見られており、その
勢いには陰りも見えつつある。この原因は複数考えられるが、その１つと
して「ハルシネーション（幻覚）」が挙げられるだろう。ChatGPT が間違っ
た答えをもっともらしく回答してしまう現象だ。しかし、このような幻覚
問題に対しては、既に抑制法も考案されている。

ChatGPT 以前のディープラーニングの発展に起因したＡＩブームにお
いても、幻滅期と指摘されるような時期は存在したが、見せかけの停滞に
囚われず正しい投資を続けた企業が成功を収めている。ChatGPT ではい
くらかの課題が指摘されるものの、技術の特性を把握し、適切に対象を見
極め、そして安全な運用フローを構築すれば、企業が抱える多くの業務を
効率化できる可能性を秘めている。ChatGPT を業務プロセスに迅速かつ
貪欲に組み込むことが、人口減少下で生産性に課題が残る日本企業の成長
の鍵となるだろう。

１章　はじめに
２章　ChatGPT とは何か
３章　特性を踏まえた ChatGPT の活用法および事例
４章　ChatGPT 活用に付随するリスク
５章　ChatGPT を取り巻く世界的な潮流
６章　ChatGPT 時代に求められる業務での迅速・貪欲な活用
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1 章　はじめに
「アルファベットは 2023 年第１四半期の収益

会議を開催し、売上高は 69.8 億ドルで、前年同
期比３％増と報告しました。Google サービス
の売上高は 620 億ドルで、前年同期比１％増、
Google 検索とその他の広告収入は 404 億ドル
で、前年同期比２％増でした。YouTube 広告収
入は 67 億ドルで、前年同期比３％減少し、ネッ
トワーク広告収入は 75 億ドルで、前年同期比８％
減少しました。Google Cloud の売上高は 75 億
ドルで、前年同期比 28％増、営業利益は 1.91 億
ドルで、営業マージンは 2.6％でした。アルファ
ベットのＣＥＯであるサンダー・ピチャイ氏は、
ＡＩの進歩について話し、検索やその他の分野で
の機会を推進していることを説明しました。また、
同社が会社としての焦点を明確にして、クラウド
分野での勢いについても話しました。アルファ
ベットのＣＦＯであるルース・ポラット氏は、コ
ストベースの再構築とサプライヤーやベンダーと
の支出の最適化に取り組んでいることについて説
明しました。」

これは 2023 年４月に公開されたアルファベッ
ト（グーグルの持株企業）の第１四半期決算発表
の要約である。一見何の変哲もない要約である
が、実は筆者が、新進気鋭のベンチャー企業であ
る OpenAI の音声認識ＡＩ「Whisper」を用い
て決算発表 1 をテキスト化し、同じく OpenAI の
テキスト生成ＡＩである「ChatGPT」を用いて
日本語で要約したものだ。

日常会話から高度な科学技術のレクチャーま

1）Alphabet 2023 Q1 Earnings Call https://www.youtube.com/watch?v=76CVRgZUfps
2）本稿で扱う ChatGPT の仕様や生成内容は 2023 年９月時点のものとなる。

で、人間のように高度なテキストを生成でき
る生成ＡＩ「ChatGPT」の登場から１年が経
過しようとしている。冒頭で紹介したように、
ChatGPT は単なるチャットサービスに留まら
ず、様々な業務と連携することで生産性の向上に
資することが具体的な事例と共に分かってきた。

ただし、業務活用の際に注意すべき点は、
ChatGPT のような生成ＡＩが事実と反するデタ
ラメな内容を生成してしまう現象「ハルシネー
ション（幻覚）」である。現状の生成ＡＩの開発
方法では、ハルシネーションを完全に解消するこ
とは難しく、最先端の生成ＡＩである ChatGPT
といえども、すぐに活用できる領域とできない領
域が存在する。図表１では、現在の ChatGPT で
可能なビジネス活用を簡単にまとめており、かつ、
本稿の結論も述べている。ChatGPT を業務で活
用する際、これらポイントを参照されたい。

以下では、図表１の具体的な内容を説明して
いく。２章では、ハルシネーションを始めとす
る ChatGPT を語る上で必要な知識を整理する。
３章では、現場のデータサイエンティストの視
点から、ChatGPT の特性を踏まえた活用法およ
び具体的な事例を紹介する。その後の４章では、
ChatGPT の活用するにあたって想定されるリス
クについて考察する。５章では ChatGPT を取り
巻く世界的な潮流に触れる。最終章となる６章で
は、本稿の内容を踏まえて、日本企業への提言を
行う 2。
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２章　ChatGPT とは何か
１．人間のような文章を「確率的に」生

成
ChatGPT とは、OpenAI が開発したテキス

ト生成ＡＩ「ＧＰＴ」を対話（Chat）用に改良
したものである。ＧＰＴとは「Generative Pre-
trained Transformer」の略称で、まるで人間
が作ったかのようなコンテンツを生成できる

「Generative ＡＩ（生成ＡＩ）」の一種である。
このＧＰＴでは、ウェブ上の膨大なテキストデー
タを用いて「人間の会話とは何か」を機械に学習

（Pre-training）させており、人間の会話により
近づけるため「Transformer」と呼ばれる特殊な
構造をベースに開発されたものである。

具体的には「○○の後には××といった言葉が
出てきやすい」といった形で、人間の会話の特徴
を「確率的に」理解している。また、ＧＰＴは膨
大なウェブデータを使って学習（Pre-training）
しているため、通常のテキストに加えて倫理や道
徳に反したテキストも身につけてしまうが、あら

かじめそうしたテキストを取り除くことは技術的
に非常に困難である。そこで、倫理と道徳を担保
させるために、人間の手によって追加の調整を
施したものが「ChatGPT」である。ChatGPT
の基盤となるＧＰＴは、2023 年９月現在、ＧＰ
Ｔ -3.5 とより高性能なＧＰＴ -4 の２つのバー
ジョンが存在する。OpenAI の報告によると、後
者のＧＰＴ -4 を組み込んだ ChatGPT を公開す
るまで６カ月以上もの時間をかけて調整したよう
である。

２．事実と反した内容を生成する「ハル
シネーション」問題

ChatGPT が持つ知識は、学習の過程で使用さ
れたデータの期間や内容の偏り（バイアス）な
どに大きく影響を受ける。もちろん、先述のよ
うに倫理的バイアスのような高リスクなバイア
スについては調整が施されているが、全てのバ
イアスを排除することは不可能である。そして、
ChatGPT は文章の意味や文脈を理解しているの
ではなく、確率的に出現する可能性の高い文を

図表１　現在のChatGPTのビジネス活用範囲と日本企業への提言

① すぐに活用可能（ChatGPTが得意or正解がないタスク）

② 工夫することで活用可能（ChatGPTの苦手を人と技術で補助）

③ 将来的に実現可能？（現状の技術では実現にリスクを伴う）

・メジャーなプログラミング言語の補佐（ChatGPTが得意）
・翻訳（ChatGPTが得意）
・表データの簡単な解釈（ChatGPTが得意）
・アイディア出し（正解がないタスク）

・定期レポートの作成（情報を与え、たたき台を作成）
・各種速報（最新情報を与え、下書きとして活用）
・営業プラン（顧客情報を与え、営業員がプランを添削）

・各種レポートの自動作成（ミスをゼロにできない）
・パーソナルサービスの直接提供（不満を産む可能性）
・プログラマーの代替（有識者の確認が必須）

低

高

現時点でも人間とChatGPTが協力することで
様々な事業を効率化可能

■マサチューセッツ工科大学の研究
プレスリリース、短いレポート、分析計画、電
子メール作成などで実務者の作業時間短縮と質
の向上が可能。仕事の時間配分にも効果。

■大和総研
「大和地域ＡＩインデックス」レポート作成に要
する時間の50％削減が可能

■パナソニック コネクト
社内広報におけるアンケート結果分析が９時間
から６分に短縮

適応範囲を正しく理解し、
必要に応じて技術的な工夫を行うことで、

ChatGPTの活用は日本企業の成長のカギとなりうる

①と②については既に実装可能

（出所）各公開資料から大和総研作成

要
求
さ
れ
る
技
術
力



7

登場から１年、ＡＩの潮流から考える ChatGPT のあるべき活用法～積極的な業務プロセスへの活用が成長の鍵～

つなげることで文章を生成している。これらが、
ChatGPT が事実と反する内容を生成する「ハル
シネーション（幻覚）」の原因となる。

具体例を見てみよう。図表２はChatGPTに「バ
イデン大統領（左）」と「岸田首相（右）」の経歴
について尋ねた結果である。バイデン大統領につ
いては正確な回答を生成している一方、岸田首相
については、生年月日・出生地・学歴・政治家と
しての経歴、全てに誤りが含まれている。これは、
ChatGPT が主に英語圏のテキストで学習し、日
本に対する知識が相対的に欠けている中、確率的
に正しいと思われる文を繋いで回答を生成したた
めに生じたハルシネーションである。

３．ハルシネーションを抑制する「情報
連携」

ハルシネーションの存在は生成ＡＩの業務活用
にあたって大きな問題となりうる。しかし、幸
いなことに既にその抑制法が考案されている。

その中で最もメジャーな抑制法として「情報連
携（専門的にはＲＡＧ、Retrieval-augmented 
Generation：検索拡張生成と呼ばれる）」を紹介
したい。
「情報連携」とは、外部の情報ソースと ChatGPT

を連携させることで、正しい情報に基づいた回
答生成を可能にする技術である。情報連携とい
うと複雑な仕組みを要するように聞こえるが、
ChatGPT への質問の前に情報ソースを貼り付け
ることで簡単に実現できる。

例えば、図表３では「上の情報を参考に、岸田
総理の経歴を教えてください」という質問の前に、

「岸田文雄 公式サイト」のプロフィール情報をコ
ピーして貼り付けている。この情報連携によって、
ChatGPT が岸田首相の経歴を正確に生成できて
いることが分かる（図表３左）。また、情報に含
まれていない内容については「分からない」と答
えさせることもできる。図表３右上では、岸田首
相の情報を連携した上で、麻生副総裁について質

図表２　ChatGPTにおけるハルシネーション問題

（出所） ChatGPT公式サイトから大和総研作成
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問をしている。当然、麻生副総裁の情報は含まれ
ていないため「分からない」という正しい回答を
生成できている。

しかし、単純な情報連携では、同じ情報ソー
スを連携している場合でも、質問方法を少し変
えるだけでハルシネーションを起こす場合があ
る。図３右下では少し質問文を変えただけで、
ChatGPT が誤った麻生副総裁の経歴を生成して
いる。

このように、単純な情報連携では誤った内容を
生成してしまう場合もあるが、適切に活用するこ
とで、ハルシネーションを抑制しながら、従来の
作業と比べて、同等以上の質で格段に作業を効率
化することが可能となる。そこで３章では、活用

事例を通じてハルシネーションを想定した運用を
具体的に説明する。

３章　特性を踏まえた ChatGPT
の活用法および事例

ChatGPT の現場活用は大きく２つの段階に分
けられる（１章の図表１も参照）。１段階目では、
ChatGPT が得意とする内容や正解のないタスク
を対象とする。これは ChatGPT を業務活用でき
る環境さえあれば、すぐに実現できる。２段階目
では、ChatGPT に先述の「情報連携」を行うこ
とで、事前情報が必要な業務への活用を可能にす
る。前章の例で紹介したように、該当する情報を

図表３　情報連携を用いたハルシネーション抑制

（出所） ChatGPT公式サイトから大和総研作成
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コピー＆ペーストして ChatGPT に渡すことでも
情報連携は可能であるが、あらかじめ業務に関係
する情報データベースを構築し、データベースと
ChatGPT を接続することで、効果的な業務効率
化が実現できる。以下で、各段階の具体例につい
て説明しよう。

１．ChatGPT 単独のソリューション（翻
訳・アイディア出し・データ解釈など） 

１段階目では、ChatGPT が得意とするタスク
や答えがないタスク、つまりハルシネーションリ
スクが低いものが対象となる（図表４右）。

例えば、日米の翻訳については、大量の対訳デー
タが学習に使用されていると考えられており、情
報連携等の工夫をすることなく、従来の翻訳ソ
リューションよりも高精度な翻訳を実現できる。

また、アイディア出しも得意とするところだ。
図表４左のように「人工知能をシンクタンクで活
用するアイディアを具体的に 10 個考えて欲しい」
といった依頼をすると即座に回答を出力してくれ
る。ChatGPT の特に優れた点は、インスピレー
ションが湧くまで 100 個でも 1,000 個でもアイ
ディアを生成してくれる所にあるだろう。

表データの簡単な分析も手伝ってくれる。図表
５左では、日本取引所グループが公開している
東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の年推移のエクセ
ルデータから、年と年末のＴＯＰＩＸの値だけ
を残したデータを ChatGPT に貼り付け、「ＴＯ
ＰＩＸを参考に日本経済の推移を説明してほし
い」という依頼をしている。そして図表５右では、
ChatGPT がＴＯＰＩＸデータから日本経済の推
移の概要をうまく説明している。このように数値

・翻訳（多言語対応）
・アイディア出し
　- 新規事業案
　- 研修内容案
　- ミーティングのアジェンダ
　- レポートの構成案
・営業サポート
　- メール下書き作成
　- 商談内容の分析
・メジャー言語（PythonやC++）のサポート
　- 既存コードの内容説明
　- 簡単なアルゴリズムの素案作成
　- エラーの原因追求サポート
・文章の添削・要約
・表データの簡単な分析

図表４　ChatGPT単独のソリューション

（出所） ChatGPT公式サイトから大和総研作成

ChatGPT単独のソリューション例
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データを ChatGPT に貼り付けるだけで、データ
解釈の一案を即座に生成してくれる。

このようなアイディア出しや数値データ解釈
は、顧客提案内容の立案のような実際の業務へ
と活用できる。この時、具体的な顧客情報を
ChatGPT に入力することで納得感の高い結果が
得られやすくなるが、公式の ChatGPT サービス
を使用する場合、入力内容が学習データに使用さ
れる可能性があるため、機密情報が流出する可能
性がある。

しかし、ChatGPTの「Application Programming 
Interface（ＡＰＩ）」を用いて、ChatGPT を使
用する場合には、入力内容が学習に使われること
はない。ＡＰＩとは他のソフトウェアやアプリ
ケーションと連携するための手段を提供するもの
であり、ＡＰＩを用いて、自社専用の ChatGPT
システムを構築することで、顧客情報のような機
密情報を入力することが出来るほか、自社の様々

3）ＧＰＴ -3.5 は入力文：0.0015 ドル、回答文：0.0020 ドル、ＧＰＴ -4 は入力文：0.03 ドル、回答文：0.06 ドル。
4）ここでは、ChatGPT の利用が浸透し、平均的に1日 10 回システムが使用され、1回の入力文章が 100 文字、

出力が 1,000 文字、そして営業日が 20 日と想定した。さらに、為替は1ドル 150 円で計算した。

なサービスと ChatGPT を連携することも可能で
ある。

公式サービスではＧＰＴ -3.5 版が無料、ＧＰ
Ｔ -4 版が月額 20 ドルで公開されている。一方、
ＡＰＩでは、ＧＰＴ -3.5 版、ＧＰＴ -4 版共に従
量課金となっており、「ユーザー入力文」と「回
答文」の文章長に依存した料金（1,000 トークン
＜トークンとはＡＩが生成する文章の単位、日
本語１文字は約 1.1 トークン＞単位での料金 3）と
なっている。ここで一般的な利用形態を想定 4 し
て、ＡＰＩベースの従業員１人当たりの月額料
金を試算すると、ＧＰＴ -3.5 で約 71 円、ＧＰ
Ｔ -4 で約 2,079 円となる。

ChatGPT のＡＰＩは、OpenAI から提供され
ているＡＰＩの他に、OpenAI 提携パートナー企
業であるマイクロソフトから提供されているＡＰ
Ｉの２種類が存在している。後者のマイクロソフ
トのＡＰＩでは、マイクロソフトのセキュリティ

図表５　ChatGPTによる表データ分析

（出所） ChatGPT公式サイトから大和総研作成
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に準拠したよりセキュアな環境での利用が可能に
なるといった差別化が図られている。そのため、
自社専用の ChatGPT を構築する際には、マイク
ロソフトのＡＰＩを使用している場合が多い。

例１： 自社専用ChatGPT（ＤＩＲ ChatGPT等）
マイクロソフトから提供されているＡＰＩを

用いて構築した自社専用 ChatGPT の具体例
として、大和総研で運用されている「ＤＩＲ 
ChatGPT」を紹介する（図表６）。

ＤＩＲ ChatGPT は入力内容に制約なく幅広
い用途に活用できる ChatGPT として、2023 年
６月から大和総研内で運用されている。また、 
ＡＰＩを用いた ChatGPT 環境では、ユーザー
ニーズに基づいて様々な機能を追加することがで
きる。例えば、ＤＩＲ ChatGPT では、翻訳やソー
スコード生成といった、大和総研内で多くの利用

5）パナソニック コネクト「ChatGPT 時代に企業はＡＩとどう向き合うべきか」経済産業省 第 10 回 デジタル時
代の人材政策に関する検討会資料、2023 年７月 20 日

が見込まれる用途に対して、素早く簡単に質問す
るための質問文案（プロンプト）を用意すること
で活用を促している。ＤＩＲ ChatGPT は、特
に社外秘となる情報の翻訳やシステムの開発に効
果を発揮している。 

このような自社専用 ChatGPT は、パナソニッ
クグループの一社であるパナソニック コネクト
においても運用されている。パナソニック コネ
クトにおいては「360 度カメラ映像をＬＴＥ回線
で映像伝送し、遠隔地でＶＲゴーグルで閲覧する
システムの使用用途をいくつか挙げてください」
といったアイディア出しや、アンケート結果の分
析に活用されていることが報告されている 5。中外
製薬や日清食品グループといった日本を代表する
様々な企業においても自社専用 ChatGPT 環境の
構築が報告されており、このように企業独自の情
報に対して ChatGPT の活用を推進することで、

図表６　自社専用ChatGPTの例　ＤＩＲ ChatGPT

（出所）大和総研作成



12 大和総研調査季報　2023 年 秋季号 Vol.52

業務の大幅な効率化が実現されている。
ここで参考として、ChatGPT が生産性に与え

る効果を調べたマサチューセッツ工科大学の研
究成果（Noy and Zhang [2023]）を紹介する。
この研究では、マーケター、コンサルタント、デー
タアナリスト、人事担当者、マネージャといっ
た職務に従事する 444 人の経験豊富な大卒専門
家に、プレスリリース、短報、分析計画、電子
メールといった各タスクを割り当て、その半数に
ChatGPT を提供し、ChatGPT の有無による生
産性の変化を調査している。

調査の結果、ChatGPT を使用したグループで
は、タスクに要する時間が 37％減少した上に、
内容や独創性といった総合的な評価も向上したな
ど、劇的な生産性の改善が見られたという。この
研究では、ChatGPT の継続利用の有無も重要と
考え、実験の２週間後にフォローアップ調査を
行っている。その結果、ChatGPT を割り当てら
れた人のうち 33％が従業員の推薦状生成、カス
タマーサービスへの応答、ブレインストーミン
グ、検索サイトでの検索文、メールの草稿作成と
いった幅広いタスクに活用を続けていることが報
告されている。他方で、ChatGPT を使用してい
ない人の殆どが、顧客や企業特有の情報に関連し
たライティング業務に従事している。適切な文
章を生成できないことを理由にこれらの人々は
ChatGPT を利用していない。

しかし、後者については２章で紹介したように、
情報連携を行うことで企業特有の情報を踏まえた
文章を生成することができる。この結果は、自社
専用 ChatGPT を構築し、自社特有の情報と連携
させる重要性を示唆している。

２．情報連携を用いた業務効率化 

ChatGPT の現場活用の２段階目として、情報
連携を用いた業務効率化が挙げられる。２章で紹
介したように、ChatGPT を外部情報と連携する
ことで、ChatGPT が知らない内容でも正しい出
力が得られる。自社専用のChatGPTについても、
自社のデータベースと情報連携することで、各種
承認プロセスやプロジェクトの進捗状況を確認で
きるアプリの展開、そしてビジネスメールの応答
の下書きを履歴に基づいて作成する機能などを作
ることができる。また、会議の議事録を渡すこと
で、要約の作成や重要事項の抽出も可能であり、
自社専用 ChatGPT と情報連携すれば、様々な業
務の効率化が実現できるだろう。

また、情報連携は定期的なレポート執筆とも相
性が良い。定期レポートはある程度内容が定まっ
ていることが多く、前のレポートより後に発生し
た新しい情報を ChatGPT と連携し、フォーマッ
トを指定して ChatGPT に文章を生成させれば、
レポートの叩き台を高速に生成することが比較的
簡単にできる。

これらの例は ChatGPT の活用領域のほんの一
部に過ぎない。もし自社専用の ChatGPT を情報
連携することができれば、程度の差はあっても、
テキストに関連した業務の殆どが効率化できるの
だ。

しかし、単純に ChatGPT と企業データベー
スを連携するだけでは、莫大な情報ソースの中か
ら質問に対応した情報を見つけなければならず、
誤った情報の参照によるハルシネーションリスク
を高めてしまう。

したがって、ChatGPT を安定して業務に活用
するには、連携する情報を「業務関連情報に限定」



13

登場から１年、ＡＩの潮流から考える ChatGPT のあるべき活用法～積極的な業務プロセスへの活用が成長の鍵～

した上で、ハルシネーションを防ぐ手順を導入す
ることが求められる。そして手順としては、人間
による生成内容のエビデンスチェックが必要であ
るが、ここで重要なのは、「エビデンスチェック
を効率的に行えるようなソリューションデザイン
が不可欠だ」ということである。単純に生成した
内容を人間が確認するだけでは「生成された内容
が何を基に生成しているのか」「内容を改変して
いないか」「連携した情報を参照せずに勝手に内
容を生成していないか」のようにチェック項目が
乱立してしまい、人間が１から作成した方が早く
なってしまうからである。 

例２： 大和地域ＡＩ（地域愛）インデックス
のレポートの効率化

情報連携を用いた定期レポート業務効率化の成
功事例として、大和総研が四半期毎に公開してい
る「大和地域ＡＩ（地域愛）インデックスレポー
ト」を効率的に執筆するためのソリューションを
紹介したい。

大和地域ＡＩインデックスとは、日本銀行が四
半期毎に公開している「地域経済報告（さくらレ
ポート）」の内容を基に、大和総研が開発したＡＩ 
を用いて地域別の景況感を指数化したものであ
る。大和総研では、インデックス作成に合わせて、
インデックスの推移等を説明するレポートを公開
している。このレポートの内容は、大和総研の研
究員が各種情報を参考にしながら作成したもので
ある。

本レポートは、2017 年７月から公開されてお
り、フォーマットもある程度定まっていることか
ら、インデックスの推移、研究員が参考としてい
る経済関連情報、そして過去のレポート内容を
ChatGPT に連携させることで、最新版のレポー

トの叩き台を作成することが可能となる。
ここで、叩き台を基にレポートを作成するため

には、インデックス変動の原因が「架空の情報
から説明されていないか」「正しい情報ではある
が、インデックス変動と整合性は取れているか」
といったハルシネーションチェックが必要不可欠
である。ソリューションではこうしたチェックを
効率化するために、ChatGPT の生成内容が情報
ソースに含まれているかどうかを確認するアルゴ
リズムや、参考情報のポジティブ・ネガティブ度
とインデックス変動の向きが一致しているかどう
かを判定するアルゴリズムを搭載している。この
ようなハルシネーション対策を搭載することで、
チェックコストの削減に成功し、レポート作成時
間の継続的な 50％削減を可能にした（図表７）。

この成功においては「生成対象が定型業務であ
り、安定した ChatGPT 活用が可能なターゲッ
トであったこと」、「研究員とエンジニアが密にコ
ミュニケーションを取り、作業効率化の余地と
技術的な実現可能性を確認できたこと」、「ハルシ
ネーションチェックを技術で効率化したこと」の
３点がポイントとして挙げられる。例えば、毎
回フォーマットや書く内容が異なるレポートの場
合、ChatGPT の活用方法も、その時々で異なる
と考えられ、ソリューションを開発するよりも、
必要に応じて自社用 ChatGPT に直接質問する方
が良いだろう。また、定型業務であっても、テキ
スト部分が少なければ、ソリューションを構築す
るまでもない。ChatGPT による効率化ソリュー
ション構築の旨みの判断には、ChatGPT に精通
したエンジニアの視点が必要となるところ、大和
総研では経験を詰んだエンジニアによる外部コン
サルティングを提供している。
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３．現在の ChatGPT では難しい内容

ChatGPT を活用すればこうしたメリットを享
受できる半面、忘れてはならないのが「ChatGPT
はあらゆる困難を解決できる魔法のＡＩ」では決
して無いということだ。この節では、エンジニア
の視点から現状では困難だと思われるソリュー
ションについて紹介したい。

１）「無人ソリューション」の顧客展開
現状でハルシネーションを完全に抑制すること

は不可能である。そのため、顧客に対するパーソ
ナライズメッセージを、人間がチェックせずに自動
配信するような「無人ソリューション」自体は構築
可能であるが、不適切な内容を提供してしまう可
能性がある。人間がチェックせずに生成結果を顧
客に提供することは非常にハイリスクであろう。

もちろん、ある程度のミスを容認した上で、自

動化したニュース収集と ChatGPT による要約を
組み合わせたソリューションなども可能ではある
が、生成内容の質の安定が難しく顧客定着は難し
そうだ。一方で、自社社員に対する情報収集・展
開に対しては十分にワークすることが大和総研内
部で確認できている。

こうしたハルシネーションリスクに関しては、
レポートのようにファクトチェックが比較的容易
な対象については広く認知されている一方で、プ
ログラミングについては見逃されている傾向にあ
ることを指摘したい。Python や C++ といった
メジャーなプログラミング言語作業の効率化で
は、既に活用が進んでいる ChatGPT であるが、
タスクが少し複雑になるだけでエラーが発生し、
人間による修正が必要となることが確認されて
いる。また、OpenAI から公開されている論文

（OpenAI [2023]）では、プログラミングの技術
を競う「競技プログラミング」で、下位５％程度

地域ＡＩインデックス
結果

経済情報

過去レポート

ChatGPT
ソリューションによる

レポート叩き台
＋

ハルシネーション
チェックリスト

研究員による執筆

効果

実現の
ポイント

レポート作成時間の継続的な50％削減が可能

① 生成対象が定型業務（安定したChatGPT活用が可能）
② 研究員とエンジニアのコミュニケーションを通じた効率化の余地と実現可能性の確認
③ ハルシネーションチェックの技術による効率化

地域ＡＩインデックス
結果

（出所）大和総研作成

図表７　ChatGPTによる「大和地域ＡＩインデックス」レポート執筆の効率化
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の性能にとどまることが報告されている。一般に
報告されている ChatGPT によるプログラミン
グ支援の成功事例は、ある程度の経験を持ったプ
ログラマーが、使用すべきアルゴリズムを指示す
るなど、ある程度の誘導を行い、ChatGPT の生
成内容で不足している部分は使用者が修正できる
場合が殆どであると考えられる。また、マイナー
なプログラミング言語に対しては、さらに活用範
囲が狭まると考えられる。今後のアップデートに
よって改善されるかもしれないが、ＣＯＢＯＬの
ようなマイナー言語を未経験の人間で運用するよ
うなソリューションの難易度は高いだろう。

２）最新の情報に基づいたテキスト生成
先述のように、ＧＰＴの知識は ChatGPT の学

習に使用された情報の期間に依存する。OpenAI
の公式サイトでは「2021 年以降の世界や出来事
の知識は限られている」（翻訳は筆者）と記載さ
れているため、最新の情報を反映できていない可
能性がある。

ただし、ＡＰＩを用いた自社専用 ChatGPT
では、2021 年以降の情報を学習していることが
指摘されている。具体的な例として、2022 年８

月 30 日に亡くなったゴルバチョフの死亡日に
ついて、ＡＰＩを利用するＤＩＲ ChatGPT と 
ＡＰＩを利用しない公式サービスに質問してみ
よう（図表８、共にＧＰＴ -3.5 を使用）。ＤＩＲ 
ChatGPT では質問を続けることで正しい回答が
得られる一方、公式サービスでは「2021 年９月
までの情報しか含まれていないため回答できな
い」という回答しか得られない。

ＡＰＩで構築する自社用 ChatGPT では、定
期的に知識がアップデートされ、最新の情報が
回答に反映される場合がある。これは自社専用
ChatGPT を構築するメリットの１つとなるかも
しれない。

３）足し算・掛け算のような数値処理
ChatGPT はテキストから処理を学習してい

る。ChatGPT に足し算や掛け算のような数値処
理を依頼することもできるが、数学的な規則では
なく、学習したテキストに基づいて確率的に結果
を出力しているために、ハルシネーションリスク
が高いことが報告されている。ChatGPT に数値
の解釈を依頼する場合には、数値抽出から結果解
釈まで、全てを ChatGPT で実行するのではな

図表８　ＤＩＲ ChatGPTと公式ChatGPTにおける2021年以降の内容に関する出力差

（注）GPT-3.5を使用
（出所）ChatGPT公式サイト等から大和総研作成
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く、ChatGPT やプログラムで数値部分を抽出し
た後、数値加工はプログラムで実行し、最後の結
果解釈は ChatGPT で行うといったように、タス
ク分割が重要となる。

４）ファインチューニングによる業務適用
従来、機械学習を業務に適応するためには、有

名なＡＩモデルに自社が保有するデータを用いて
ファインチューニングと呼ばれる業務適応作業を
行うことが標準であった。そのため、ChatGPT
に関しても、情報連携によって情報を与えるので
はなく、大量のデータを ChatGPT に与えてファ
インチューニングすることで、自社に特化した
ChatGPT を作ってしまうという方向が考えられ
る。2023 年８月には、ＧＰＴ -3.5 のファイン
チューニング機能が解禁されたことにより、この
動きも進みつつある。

しかし、ChatGPT には、従来のＡＩよりも
困難なタスクが期待されることから、ファイン
チューニングの難易度も高く、単純に実行するだ
けでは性能が劣化する場合が多いとみられる。そ
のため、業務で活用するための基本的な戦略とし
ては、情報連携とフローの工夫では解決できない
と分かったときにはじめて、開発コストを考慮し
た上でファインチューニングに挑戦するのが良い
だろう。

４章　ChatGPT 活用に付随する
リスク

３章では、ChatGPT の具体的な活用事例を紹
介した。しかし、導入に際しては、様々なリス
クを検討しなければならず、導入に踏み切れな
い企業も多く存在するだろう。そこで４章では、

ChatGPT 活用に付随するリスクについて整理を
したい。

１．ハルシネーションリスク

特に自社特有の情報に関連したライティングの
場合、知識の欠如に由来するハルシネーションの
影響が大きく、活用ができないといった報告がな
されている。しかし先述したように、適切に情報
連携を行うことで知識を補完することが可能であ
る。適切な情報連携とフローを構築し、ハルシネー
ションリスクを適切に管理することで、多くの業
務改善が可能である。

２．ChatGPT が使えなくなるリスク

ChatGPT による業務改善が進めば進むほど、
ChatGPT への依存度が増す。そこで企業として
注意を払わなければならないのが、ChatGPT の
使用停止リスクである。特に、ChatGPT のよう
なコンテンツを生成するＡＩにおいては、学習
データの個人情報問題や倫理的問題など様々な火
種が存在する。また、国際競争の観点から、米国
外での ChatGPT の提供が停止される可能性もゼ
ロとは言い切れない。

しかし、ＡＩの研究開発速度は極めて速く、
ChatGPT は唯一のソリューションではなくな
りつつある。有力な対抗馬の１つとして、2023
年７月に公開された米 Anthropic の「Claude 
2」 を 紹 介 す る。Anthropic は、OpenAI で 
ＧＰＴ -3 の開発に携わった元研究者が立ち上
げたベンチャー企業である。彼らが開発した
Claude 2 は、現時点では米英でのみ利用可能
だが、米国司法試験の多肢選択でＧＰＴ -4 を
上回る性能を発揮した他、ＧＲＥ（Graduate 
Record Examination） と 呼 ば れ る 米 国 の 大
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学院入試試験、Python のＡＩ性能試験である
HumanEval、小学生向けの算数問題を用いたＡ
Ｉ性能試験である GSM8k でＧＰＴ -4 に迫る性
能を発揮している（図表９）。

ＧＰＴ -4 自体の性能も定期的に向上している
ため、完全にＧＰＴ -4 を超えるソリューション
が生まれるのは先の話になりそうであるが、「現
時点のＧＰＴ -4」で実現できることを、今後公
開される他のソリューションで代替できる可能
性が高いのであれば、企業は困らないだろう。
ChatGPT はマイクロソフトと提携しており、容
易に企業インフラに組み込めることが強みの一
つであるが、Claude 2 に関しても、Amazon 
Web Services のクラウドサービスを通じて簡単
にアクセスすることができる。

ChatGPT をベースに構築した業務効率化
ソリューションは、比較的容易に他の生成ＡＩ
に置き換えることができると考えられる中、
ChatGPT が使えなくなるリスクについては、現
状深刻に考える必要はないと思われる。

３．著作権リスク

生成文章の使用に際して、有識者が内容を精査
することなく、特に法律・金融・医療に関するア
ドバイスを行うことは、利用規約にて禁止されて
いる。

また、日本の著作権法における「著作物」とは「思
想又は感情を創作的に表現したものであって、文
芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」と
されている。そのため、文芸、学術、美術または
音楽に係る生成を行う場合には一定のリスクが伴
うが、通常のビジネス効率化に限っては、臆する
ことなく使用してよいと考えられる。

他方で、研究員が外部に公表するレポートの下
書きを ChatGPT で作成する場合などでは、他社
のレポートを意図せず盗用してしまうリスクが存
在しうる。このような場合、ChatGPT はウェブ
上のデータを用いて学習していることから、生成
文章をウェブ検索することで、盗用文書であるか
を判断できると考えられる。生成文章と一致する
文章がウェブ上に存在するかについて適宜確認す

るフローを構築することで、訴訟
リスクを抑えることが可能となる
だろう。

そして、このような著作権リス
クについては、生成ＡＩの提供
企業が顧客を保護する動きが進
んでいる。例えば、画像生成ＡＩ 

「Adobe Firefly」を提供するア
ドビでは、顧客が訴訟された場
合、全額補償することを発表し
ている。マイクロソフトにおい
て も、Microsoft Office 製 品 に
ＧＰＴ -4 を搭載したサービス

米国共通司法試験 53.3％ 74.5％ 76.5％

ＧＲＥ（言語）

ＧＲＥ（数値）

上位10％上位37％ 上位１％

下位25％ 上位20％ 上位50％程度

HumanEval 71.2％

ＧＳＭ８ｋ 80.8％ 92％ 88％

図表９　ＧＰＴとClaude 2の性能比較

ＧＰＴ-3.5 ＧＰＴ-4 Claude 2

48.1％（３月）
72.5％（８月）

67％（３月）
82％（８月）

（注）ＧＲＥについては受験者集団におけるChatGPTの位置。ＧＲＥ以外は試験のス
コア

（出所）OpenAI、Anthropic、WizardLMの公開情報から大和総研作成
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「Microsoft 365 Copilot」を含む各種 Copilot
サービスが生成した内容で顧客が訴訟された場合
には、顧客が製品に組み込まれた著作権侵害リス
クを低減するための機能を使用しているという条
件の下で、マイクロソフトが不利益な判決や和解
金の責任を持つことを発表している。今後、生成
ＡＩを使用した際の著作権リスクについては、ＡＩ
の提供企業が補償することが一般的になるかもし
れない。

４．性能安定性リスク

３章３．２）では、ChatGPT の知識が定期的
にアップデートされていることに触れた。このよ
うなアップデートはメリットがある半面、出力を
不安定にしてしまうデメリットもあるため、定期
運用の障害となる可能性がある。文章生成ＡＩの
場合、全ての出力・性能を補償したままアップデー
トすることが困難だからだ。

実際に出力内容の質が低下した事例も存在
する。2023 年７月 18 日にスタンフォード大

学から公開された論文（Chen, Zaharia, and 
Zou [2023]）では、2023 年３月と同年６月で、
ChatGPT の数学的な演算能力に低下が見られる
ことが報告されている。

レポートやメールの下書き作成では、数値処理
のように厳密な正解がなく、一定の質のたたき台
が生成できれば十分であるため、このような性能
低下リスクの影響は比較的低いと考えられる。し
かし、生成ＡＩを組み込んだ定期運用システムを
構築する際には、定期的に過去の内容を再出力す
るといった性能チェックを実施することが必要と
なるかもしれない。

５．使わないリスク

図表 10 は、ガートナージャパンが公開してい
る日本における人工知能のハイプ・サイクルであ
る。ハイプ・サイクルとは米ガートナーの造語で
あり、「イノベーションが過度にもてはやされる
期間を経て幻滅期を迎え、最終的には市場や分野
でその重要性や役割が理解され進化する共通のパ

2016年 2017年

2018年

2019年

2020年

2021年

2022年

2023年

黎明期 過度な期待
のピーク期 幻滅期 啓発期 生産の

安定期

図表10　日本における人工知能のハイプ・サイクル 2016年～ 2023年
「黎明期」：潜在的技術革新によって幕が開く。初
期の概念実証などで大きな注目が集まる。多くの
場合、使用可能な製品は存在せず、実用化の可能
性は証明されていない。
「過度な期待のピーク期」：数多くのサクセススト
ーリーが紹介されるが、失敗を伴うものも少なく
ない。行動を起こす企業もあるが、多くはない。
「幻滅期」：実験や実装で成果が出ないため関心は
薄れる。テクノロジの創造者らは再編されるか失
敗する。生き残ったプロバイダーが早期採用者に
合わせて製品を改善した場合に限り、投資は継続
する。
「啓発期」：企業へのメリットを示す具体例が増え
始め理解が広まる。パイロットに資金提供する企
業が増える。保守的な企業は慎重なまま。
「生産性の安定期」：主流採用が始まる。プロバイ
ダーの実行存続性を評価する基準がより明確に定
義される。テクノロジの適用可能な範囲と関連性
が広がり、投資は確実に回収されていく。

期
待
度

（出所）ガートナージャパンの公開資料から大和総研作成
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ターンを描いたもの」とされる 6。人工知能に関し
ては、日本では 2018 年に市場が停滞する「幻滅
期」に突入し、海外では 2018 年の秋から投資が
引き揚げられる「冬の時代」に入ったとの指摘も
あった。

実際、ここ 10 年の間で台頭してきたＡＩ技術
に過度な期待を抱き、幻滅した経験を持つ企業は
少なくないのではないだろうか。この原因として、
ＡＩは非常に強力な技術であるが、「あらゆる問
題に対する銀の弾丸ではない」という事実が浸透
しておらず、現状のＡＩでは解決することができ
ない課題に無理やり適応してしまったことが考え
られる。

３章で触れたように、ChatGPT に関しても得
意不得意が存在する。しかし、一般的に問題と指
摘されているハルシネーションは、情報連携とい
う技術で抑制可能であることを紹介した。現状、
多くの業務改善が報告されている中で、誤った認
識に基づいて導入を躊躇うことは、今後の企業に
おける大きなリスクだと考えられる。

また、「ＡＩ技術の進展速度」についても正し
く認識する必要がある。数年前には実用レベル
のチャットボットの作成は非常に困難であった
が、技術の飛躍的な進展によって既に現実のもの
となっている。ChatGPT に代表される現状のコ
ンテンツ生成型のＡＩに関しても、情報連携では
解決できない本質的な課題が存在するかもしれな
い。

そこで重要となるのは「少し待てば研究の進展
によって解決できそうな内容」なのか、それとも

「本質的に解決が難しい内容」なのかを見抜くこ
とにあるだろう。ＡＩという技術は既にＡＩとい

6）ガートナージャパン「Gartner、『日本における未来志向型インフラ・テクノロジのハイプ・サイクル：2023 年』
を発表」プレスリリース、2023 年８月 17 日、2023 年 10 月3日閲覧

う言葉でまとめきれない程、広範な領域・ドメイ
ンに展開されており、そのおのおのが異なる進展
度合と進展速度を持っている。そのため「ＡＩ」
ではなく「テキスト領域」の「チャットボット」
といった粒度で、技術の進展を把握することが重
要となる。

ここで、ガートナージャパンから 2023 年８月
に公開された「日本における未来志向型インフラ・
テクノロジのハイプ・サイクル：2023 年」では、
ChatGPT に代表される「生成ＡＩ」は、日本に
おいて「過度な期待」のピーク期にあるとされる。
日本企業は今後、誤った幻滅から ChatGPT を
使わないリスクを負わないことが求められるだろ
う。

５章　ChatGPT を取り巻く世界
的な潮流

ここまで ChatGPT の具体的な性能や応用例に
ついて触れてきた。５章では、ChatGPT に関す
る世界的な潮流を抑え、今後の日本における活用
について考える材料としたい。

１．マイクロソフトはグーグルを超えた
のか？

OpenAI による ChatGPT 公開から程なくし
て、グーグルは「コードレッド（緊急事態）」を
発令したという。収益の柱である広告事業が、
ChatGPT によって侵食される懸念があったから
だ。ChatGPT と独占的パートナーシップを締結
しているマイクロソフトは、2023 年２月にはマ
イクロソフトの検索エンジン「Bing」に対話機
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能を搭載し「検索の新時代だ。レースは今日始ま
る」（翻訳は筆者）とグーグルへの挑戦を表明し
ている7。ChatGPTの登場から１年が経った現在、
グーグルの懸念は現実になったのだろうか。

残念ながら、現時点では「No」であろう。図
11 は StatCounter から公開されている検索エ
ンジンのグローバルシェアの推移グラフである。
ChatGPT 登場、そして、Bing（紺線）への対話
機能搭載を受けても、検索エンジンのグローバル
シェアは殆ど変わらず、グーグル（青線）が圧倒
的なシェアを保持していることが分かる。

検索広告の市場は極めて大きく、わずか数ポイ
ントの変動が大きな利益を生み出しうる。マイク
ロソフトのフィリップ・オッケンデン検索事業担
当ＣＦＯは「検索広告市場におけるシェアを１ポ
イント拡大するごとに、当社の広告事業は 20 億
ドル（約 2600 億円）の増収が見込める」と発言

７）Business Today.in, “‘The race starts today’: Microsoft officially brings ChatGPT AI to Bing 
and Edge,” 8 Feb 2023、 2023 年 10 月2日閲覧

８）BUSINESS INSIDER Japan「マイクロソフトが ChatGPT に注力する理由。『検索エンジンのシェア1ポイン
ト増で 2600 億円の増収』｣ 2023 年2月 13 日、2023 年 10 月2日閲覧

している 8。しかし、2023 年８月のシェアを前年
同月のそれと比較すると、グーグルは 92％（2022
年８月）から 91.85％（2023 年８月）、マイクロ
ソフト 3.34％（2022 年８月）から 3.03％（2023
年８月）と、マイクロソフトにシェアが移った様
子もなく、ChatGPT 登場以前からみられる従来
の変動幅の範囲に留まっている。

既に日常的に使用されているグーグルから、
Bing への移行を実現するためには、人々の現状
維持バイアスを超える何らかのインセンティブが
必要となるが、ＧＰＴによる高度な対話機能では
不十分であったようだ。2023 年８月 30 日には
グーグル検索にも対話機能が追加されている。一
般的に、検索エンジンとしての性能が Google 検
索よりも劣っているとされている Bing が、グー
グルからシェアを奪い取るためには更なる改革が
必要となるだろう。
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図表11　検索エンジンのグローバルシェアの推移（2022年８月～ 2023年８月）

（出所） StatCounterのデータから大和総研作成

グーグル（左軸） Other（右軸） Yahoo!（右軸） Bing（右軸）
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また、ウェブサイト分析サービス「Similarweb」
によると、ChatGPT 公式サービスの利用者数は
2023 年６月から利用者数は前月比減少に転じて
おり、執筆時点で公開されている 2023 年８月ま
で同じ傾向が続いていることが分かる。マイクロ
ソフトと OpenAI の連合軍によるグーグルへの
下剋上はまだまだ難しそうである。

２．米国と中国の ChatGPT 競争はどの
ような状況下か？

米国とＡＩ技術に対する覇権を争う国として忘
れてはならないのが中国だ。ＡＩに関する研究開
発力において、中国は既に米国を超えているとい
う調査も存在する。日本経済新聞が学術情報サー
ビスを展開する蘭エルゼビアと行った調査では、
2019 年の時点で、人工知能に関する論文の量と
質で中国が米国を超え、その後も両者の差は拡大
していると報告されている 9。

米国発のサービスとして登場した ChatGPT で
はあるが、今後、ＡＩに関する実力で勝るとされ
る中国のサービスが市場を席巻するのだろうか。
少なくとも、ChatGPT のような対話型ＡＩの領
域では可能性は低いと考えられる。これは中国を
取り巻く状況と、ChatGPT のようなＡＩの開発
方法・性能が本質的に相容れないからだ。

ChatGPT の基盤であるＧＰＴ -3.5 および 
ＧＰＴ -4 は、先述のようにウェブ上に公開され
ている膨大なテキストデータを用いて学習を行
い、その後、道徳的・倫理的規範に反する発言を
しないように調整されている。この調整プロセス
は、西洋的・民主主義的な思想の元で行われてい
るため、一部、政府の主張と矛盾した内容を生成
する可能性が存在する。そのため、ChatGPT は、

９）日本経済新聞「ＡＩ研究、中国突出　論文の質・量で米国引き離す」2023 年1月 16 日、2023 年 10 月2日閲覧

中国を筆頭にキューバ、ロシア、イラン、北朝鮮
のような国で使用が禁じられている。

では、この調整プロセスを各国の思想を反映し
た形で行えば良いかというと、それも難しそうだ。
ChatGPT のような高性能なＡＩを開発するため
には、膨大なテキストデータが必要となるため、
公開情報を無作為に収集する必要がある。このよ
うなデータを用いて学習を行った段階で多様な意
見を身に宿してしまうため、いかに調整を施そう
にも、政府と異なる見解を示してしまう可能性を
完全には排除できないと考えられるからだ。

中国では、スタートアップから大企業まで、
様々な企業が ChatGPT のようなテキスト生成
型ＡＩの総称である「大規模言語モデル（Large 
Language Models、ＬＬＭ）」を独自に構築し、
オリジナルの対話型ＡＩサービスの展開に挑戦し
ている。しかし、公開後すぐに公開中止に追い込
まれている例も少なくない。例えば、中国のスター
トアップ企業である Yuanyu Intelligence から
2023 年２月に公開された ChatGPT 後初となる
ＡＩチャットサービス「ChatYuan」は、公開当
初から中国経済や軍事問題に対する批判的な意見
を生成してしまい、リリースから３日間という短
期間で公開が中止されている。

このように様々な意見を生成しうる対話型ＡＩ
の開発は、中国政府では高リスクであると捉え
られており、2023 年８月 15 日には主要国で初と
なる本格的な生成ＡＩ規制を盛り込んだ「生成ＡＩ 
サービス管理暫定規則」が施行されている。この
法律では、中国におけるコンテンツ生成型のＡＩ 
開発を奨励しながらも、「社会主義核心価値観」
を堅持することを要求すると共に「国家政権転覆
を扇動し、社会主義制度を打倒し、国家の安全や
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利益に危害を加える内容を生成してはならない」
ことが強調されている 10。本法律の要求は現状の
対話型ＡＩの開発方法では難しい内容を含んでい
るため、中国における生成ＡＩ開発は厳しい環境
にあると言える。

３．欧州の状況：ＥＵと英国で異なる対応

欧州においても、個人情報保護という観点から
規制強化が目立っている。契機となったのはイタリ
アの個人情報保護当局による ChatGPT の利用禁
止令だ。ChatGPT の開発における各種データの
収集や生成する内容の不正確などが、ＥＵにおけ
る一般データ保護規則（ＧＤＰＲ）に違反している
懸念があることから、2023 年３月末にイタリアに
おける ChatGPT 使用の禁止が宣言された。この
禁止令自体は 2023 年４月末に解除されているが、
ＥＵ各国で個人情報保護と関連した ChatGPT の
ようなコンテンツ生成型のＡＩに関する議論の呼
び水となった。2023 年６月には、生成ＡＩについ
ても言及したＡＩ規制法案「ＥＵ ＡＩ Act」がＥＵ
にて採択されているなど、欧州全体では活用より
も規制に関する議論が目立つ形となっている。

一方で、ＥＵ域外である英国は特別な状況にあ
る。英国においてもコンテンツ生成型のＡＩに関す
る規制議論は展開されているが、ＥＵと比較して厳
しい状況には晒されていないことから、多くのＡＩ
企業の欧州進出の拠点候補となっている。特に注
目すべきは、ChatGPT の開発元である OpenAI
が、2023 年７月に初となる海外拠点をロンドンに
設置したことである。この拠点は、欧州での人材
獲得やＥＵの規制当局との調整窓口を担当すると
されている。規制の観点から、欧州拠点として英国

10）産経ニュース「中国、生成ＡＩ規制を施行　共産党に不都合な情報拡散を阻止」2023 年８月 15 日、2023 年
10 月2日閲覧

を選定する企業は今後も増え続けるだろう。

４．日本は ChatGPT に前向きだが課題も

ChatGPT 公開以降、各国にて生成ＡＩ規制
の議論が主流となる中、日本においては活用の
議論が国家主導で展開されている。このことが、
対話型ＡＩの先駆者である OpenAI からの信頼
獲得につながっているようだ。2023 年４月には
OpenAI のサム・アルトマンＣＥＯの ChatGPT
公開後初となる海外訪問先に日本が選ばれ、岸田
首相との面会が実現されている。他国と比較して
OpenAI に対し公平な視点で話を聞く姿勢が胸を
打ったとされ、2023 年６月には早くも再来日が
実現したなど、日本に対する好意的なアクション
が続いている。

また日本では ChatGPT の利用に対して他国と
異なる兆候が見て取れる。その一つがウェブサイ
トやオンラインサービスにおいて、ユーザーの利
用数を示す「トラフィック数」に表れている。図
表 12 は、世界各国からの ChatGPT に対するト
ラフィック数をまとめたものであるが、2023 年

１位：米国

２位：インド

３位：コロンビア

４位：日本

５位：ブラジル

13.05％（＋3.53％）

9.01％（＋7.58％）

3.86％（＋25.72％）

3.69％（－10.2％）

3.2％（＋1.26％）

図表12　ChatGPTのトラフィック数シェア
　　　　上位国

（注） データは2023年８月の数値
（出所） Similarwebのデータから大和総研作成

ChatGPTトラフィック数シェア
（括弧内は前月比）
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８月現在、日本は世界で４位にランクインしてお
り、人口比では世界３位となっている。また、図
表 13 には、検索エンジンの日本シェアの推移を
まとめている。グローバルなトレンドと異なり、
Bing（紺色）のシェアが、徐々に増加している
ことが見て取れる。

このように日本では ChatGPT と Bing に対す
る具体的なアクションが観測されていることから、
マイクロソフトが展開するＡＩサービスの整備も
率先して進められている。2023 年７月には、日
本政府の要望にマイクロソフトが応じ、マイクロ
ソフトが東日本（東京・埼玉）に設置しているデー
タセンターを拡充し、ChatGPT を始めとする生
成ＡＩサービスを国内で完結して利用できるよう
になった。海外のデータセンターに情報を送信す
る必要があったために、政府での活用に歯止めが
掛かっていた ChatGPT であるが、政府データと
の連携が現実のものとなりつつある。こうした中、

企業においても生成ＡＩサービスの活用を加速し、
事業を活性化することが求められるだろう。

このように外国産対話ＡＩである ChatGPT の
活用環境が整う中、「国産対話ＡＩ」の開発はどう
だろうか。まず、各国でＡＩに対する規制が積極
的に検討されている中、「機械学習パラダイス」と
も評される日本の緩いＡＩ規制は、生成ＡＩの研
究開発においてもプラスに働くだろう。他方で、
そもそもの研究力・技術力という観点では、日本
の弱さが目立つ形となっている。前述している日
本経済新聞と蘭エルゼビアによる調査では、ＡＩ
関連の論文数について日本は 2016 ～ 19 年の６位
から 2021 年には９位に下がっており、質について
は 18 位にとどまる。このような状況下で激化する
国際競争に対応するために、文部科学省は 2024
年度の概算要求にＡＩに関係する若手研究者に年
2,000 万円、大学院生に年 600 万円を支給する「次
世代ＡＩ人材育成プログラム」を盛り込むなど、
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図表13　検索エンジンの日本シェアの推移（2022年８月～ 2023年８月）

（出所） StatCounterのデータから大和総研作成
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様々な経済支援が展開されようとしている 11。
また、電力コストの高さもネガティブな影響を

与えているだろう。実際、ＧＰＴ -3 の開発には
毎時 1,000MW 規模の電力が必要であったこと
が指摘されている。ChatGPT のベースとなって
いるＧＰＴ -3.5 やＧＰＴ -4 の開発時には更なる
電力が必要であったと考えられており、さらには
ＡＩの運用時にも大量の電力を消費し続ける。こ
のように電力コストの多寡は、国家間のＡＩ競争
力において重大な影響を及ぼしている。

ChatGPT のような最先端のＡＩについては、
膨大なデータとそうした膨大なデータを処理可能
なＧＰＵと呼ばれる高性能な演算装置を用いた一
種の力技で作成されている。このようなマネー
ゲームに真っ向から挑戦することは現状の日本の
環境では難しい側面が存在する。そのため、先
行事例のノウハウを参考としながら、同等の性能
を低電力で実現する研究開発や、ChatGPT のよ
うな汎用的なＡＩではなく、例えば金融や医療と
いった分野のように、事業規模が大きく専門知識
が求められる事業に特化した生成ＡＩを作成する
といった戦略の工夫が重要となるだろう。

６章　ChatGPT 時代に求められ
る業務での迅速・貪欲な活
用

ChatGPT 以前のディープラーニングの発展を
起因としたＡＩの進展は主に画像を軸としてお
り、最先端のＡＩをソリューションに活用でき
る企業は限られていた。他方で、今回登場した

11）文部科学省「令和6年度　概算要求のポイント」2023 年８月
12）認知心理学では、注意を一種の資源と捉える立場が存在する。このような立場では、「注意」はタスクを解決する

ための一定量の資源と捉えられており、「注意」はタスクをこなす度に消費されていき、欠乏することでパフォーマ
ンスの低下が生じるとされている。

ChatGPT は、テキスト生成に関する飛躍的な進
展を実現したＡＩである。人間の活動の殆ど全て
にテキストが関わってくることから、活用できな
い企業を探す方が難しい。

このような ChatGPT 時代であるが、世界中で
活用が進んでいるかというとそうではない。中国・
欧州（英国を除く）といった国・地域においては、
社会規範への抵触や個人情報といった理由で展開
が遅れているように見受けられる。また、ハルシ
ネーションのように、対応にある程度の技術力を
要する問題について、その抑制法が浸透しておら
ず、誤った幻滅が進んでいる側面も存在する。

そのような中で、先陣を切って活用を進めた企
業においては、少なくない業務改善効果が報告さ
れている。特にメールの作成や、会議の議事メモ
の作成、様々なテキスト関連の雑務に悩まされる
日本人にとっては、「注意資源 12 の削減」という
観点が最も重要になるかもしれない。日々の煩雑
で些細なタスクが人々の生産性低下を導いている
ことは、多くの現代人の感じるところではないだ
ろうか。些細なタスクを ChatGPT で効率化する
ことで、今まで浪費されていた注意資源を、具体
的にビジネスインパクトを生み出しうるタスクに
割り当てることが可能となる。これは単なる効率
化以上に、労働生産性の向上を生み出すと考えて
いる。この視点は、昨今のような人的資本の重要
性が認識される時代において、特に注目すべき点
であると考える。

あらためて ChatGPT はあらゆる困難を解決す
る魔法のＡＩではない。ハルシネーションのよう
な課題も存在する。しかし、ハルシネーションに



25

登場から１年、ＡＩの潮流から考える ChatGPT のあるべき活用法～積極的な業務プロセスへの活用が成長の鍵～

ついては抑制法も考案され、その他の課題につい
ても、ＡＩの進展速度を鑑みれば、遠くない将来
に解決されていくだろう。ChatGPT にはいくら
かの課題が指摘されるものの、技術の特性を把握
し、適切に対象を見極め、そして安全な運用フロー
を構築すれば、企業が抱える多くの業務を効率化
できる可能性を秘めている。

ChatGPT を迅速に導入し、貪欲に活用するこ
と、これが人口減少下において生産性に課題が残
る日本企業の成長の鍵であり、ChatGPT 時代に
企業が求められることである。
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